
証券コード 6716

平成28年６月14日

株 主 各 位
　

東京都大田区大森西一丁目９番12号

テクニカル電子株式会社
代表取締役社長 嶋 田 浩 司

　
第76期定時株主総会招集ご通知

　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　また、このたびの熊本地震により被災された皆様には、心よりお見舞い

申し上げますとともに、一日も早い復興をお祈り申し上げます。
　さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまし

て、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成

28年６月28日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいます

ようお願い申し上げます。
敬 具

記

　1. 日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時

　2. 場 所 東京都大田区大森西一丁目９番12号

テクニカル電子株式会社本社会議室（３階）

　3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1．第76期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人お

よび監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第76期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計

算書類の内容報告の件

決 議 事 項

　 第１号議案 剰余金の処分の件

　 第２号議案 取締役４名選任の件

　 第３号議案 役員賞与支給の件
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　4. その他招集にあたっての決定事項

　代理人により議決権を行使される場合、代理人は１名とさせていただきます。

なお、代理人はご出席に際し代理権を証明する書面の提出が必要となりますので

ご了承ください。

以 上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。

インターネットによる開示について

　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」および

「計算書類の個別注記表」につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト(http://www.technical-e.co.jp)に掲載しており

ますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

　したがって、株主総会招集通知添付書類に記載されている連結計算書類および計算

書類は、会計監査人および監査役が会計監査報告および監査報告を作成するに際して

監査をした書類の一部であります。

　また、事業報告、連結計算書類、計算書類、株主総会参考書類に修正が生じた場合

には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.technical-e.co.jp）に掲

載させていただきます。
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添付書類
第76期 事 業 報 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績や雇用・所得環境は緩やかな

回復基調にあるものの、中国経済を始めとしたアジア新興国の景気減速や原油価

格の下落等、景気の先行きは不透明な状況になりました。

　当社グループにおきましても、原油価格の下落の影響によるアグリ事業の売上

減少等、当社グループを取り巻く状況は依然として厳しい状況が続いております。

このような経済環境の中で当社グループは直営駐車場の増設、駐車場機器及び

電子機器部品の開発・販売に加え、施設園芸ハウス向けヒートポンプ空調を始め

とした農事用商品の販売及びアクア（水）事業としてウォーターサーバーや水プ

ラント用充填機の販売を行い、売上及び利益の向上に努めてまいりました。

　当社の主力事業である駐車場関連事業は、駐車場運営事業においては直営駐車

場が増加したことにより増収となり、駐車場機器事業においても堅調に推移し増

収となりました。電子機器部品事業においては、前年同期に比べ概ね横ばいで推

移いたしましたが若干の減収となりました。アグリ事業においては、原油価格の

下落の影響により全般的に低調に推移いたしました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は65億994万円（前年同期比5.9％増）とな

りました。損益面につきましては、営業利益は2億1,878万円（前年同期比15.1％

増）、経常利益は1億3,490万円（前年同期比12.5％減）、親会社株主に帰属する当

期純利益は5,057万円（前年同期比80.3％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

「駐車場運営事業」につきましては、直営駐車場が増加したことにより、売上

高は30億123万円（前年同期比17.1%増)となり、セグメント利益（営業利益）は2

億4,496万円（前年同期比11.3%増)となりました。

「駐車場機器事業」につきましては、ロック板式集中精算管理システム“ＴＰ

Ｃ-ＭＰ210”と電動油圧式ロックユニット“ＴＰＰ-ＣＬ100”を中心に拡販を図

りました。その結果、売上高は17億9,222万円（前年同期比17.2%増)となり、セグ

メント利益（営業利益）は3億1,524万円（前年同期比80.6%増)となりました。

「電子機器部品事業」につきましては、前年同期に比べ売上高は概ね横ばいで

推移いたしましたが、原価率が上昇いたしました。その結果、売上高は11億5,266

万円（前年同期比2.7%減)となり、セグメント損失（営業損失）は2,940万円（前
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年同期は1,476万円のセグメント損失（営業損失）)となりました。

「不動産賃貸事業」につきましては、前連結会計年度に北九州市小倉北区のＫ

ＭＭビルを売却したことにより、売上高は8,911万円（前年同期比67.5%減)とな

り、セグメント利益（営業利益）は4,523万円（前年同期比73.5%減)となりまし

た。

「アグリ事業」につきましては、ハウス栽培用ヒートポンプ空調等の農事用商

品の拡販を推進しましたが、原油価格下落の影響により全般的に低調に推移いた

しました。その結果、売上高は1億7,654万円（前年同期比61.0%減)となり、セグ

メント損失（営業損失）は1,619万円（前年同期は4,624万円のセグメント利益

（営業利益））となりました。

その他は、主にアクア（水）事業としてウォーターサーバーや水プラント用充

填機を拡販いたしました。また、平成27年4月から奈良県北葛城郡広陵町において

1000ＫＷの太陽光発電事業を、平成27年9月から茨城県稲敷市において250ＫＷの

太陽光発電事業をそれぞれ稼働いたしました。その結果、売上高は2億9,815万円

（前年同期比106.2%増)となり、セグメント利益（営業利益）は631万円（前年同期

は2,044万円のセグメント損失（営業損失））となりました。

事業のセグメント別売上高 （単位：千円)

期 別

セグメント別

第75期
平 成 26.4 ～ 27.3

第76期
平 成 27.4 ～ 28.3

前年度比
増 減 率

駐 車 場 運 営 事 業 2,562,591 3,001,231 17.1％増

駐 車 場 機 器 事 業 1,528,852 1,792,225 17.2％増

電 子 機 器 部 品 事 業 1,184,502 1,152,669 2.7％減

不 動 産 賃 貸 事 業 274,340 89,118 67.5％減

ア グ リ 事 業 452,711 176,546 61.0％減

その他(アクア事業等) 144,583 298,154 106.2％増

合 計 6,147,582 6,509,945 5.9％増

　(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度の設備投資は、主に太陽光発電事業及び駐車場運営事業に8億

9,887万円の投資を行いました。

　(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度の設備投資等に要した資金は自己資金をもって充当し、新規の

増資または社債発行による資金調達は行っておりません。

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 17時44分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(4) 対処すべき課題

次期の見通しにつきましては、原油価格の下落の影響によるアグリ事業の売上減

少等、当社グループを取り巻く状況は依然として厳しい状況が続き、収益環境は不

透明な要因があります。

このような状況の中で、当社グループは、コア事業である駐車場関連事業のさら

なる拡大、電子機器部品事業の再生・生産性の向上に努めるとともに、環境事業

（アグリ事業・アクア事業）については、新商材の提案・業務提携等により新市場の

育成を推し進め、社会に役立ちお客様に喜んで頂ける商品・サービスを提供いたし

ます。

通期の連結業績予想といたしましては、売上高67億円、営業利益2億6千万円、経

常利益2億円、親会社株主に帰属する当期純利益7千万円と増収増益を見込んでおり

ます。

中長期の目標とする経営指標は以下のとおりであります。

・売上高中期経営指標 100億円以上

・経常利益中期経営指標 10億円以上

・利益体質の強化 営業利益率10％

中長期的な会社の経営戦略は以下のとおりであります。

＜共通戦略＞

・常にお客様の視点に立ったモノづくりとサービスの提供

・駐車場事業・電子機器部品事業・環境事業（アグリ事業・アクア事業・太陽光

発電事業）における商品とサービスの提供を通じて、お客様の生産性向上・利

便性の追求を行い、お客様の抱えている問題解決のパートナーとなり、社会の

役に立ち喜んで頂ける事業・商品を提供すること。

＜駐車場関連事業戦略＞

・直営店の増設による収益拡大

・新商品提供による拡販

・大和ハウスグループ力の強化

＜電子機器部品事業戦略＞

・新規顧客の開拓

・定期訪問等による既存顧客とのさらなる信頼関係の構築

・他社との業務提携の推進
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＜環境事業（アグリ事業・アクア事業・太陽光発電事業）戦略＞

・新商材の発掘

・ヒートポンプ販売の新市場への水平展開と拠点の拡大

・ウォーターサーバー・ＲＯ浄水器の拡販、水プラント用充填機の商品開発及び

販売

以上、有効性と効率性を重視し、各事業部門が確実に成果を出せるよう努めて

まいります。

　また、企業の倫理・遵法については、重要な問題と捉えており、企業倫理・コ

ンプライアンスを推進するとともに、内部統制機能の向上を図ります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともご支援とご協力を賜りますようお願い

申し上げます。

　
　(5) 財産及び損益の状況の推移

（単位：千円)

　 期 別
区 分

第73期
平成24.４～平成25.３

第74期
平成25.４～平成26.３

第75期
平成26.４～平成27.３

第76期
平成27.４～平成28.３

売 上 高 5,636,595 6,004,069 6,147,582 6,509,945

経 常 利 益 398,332 455,282 154,087 134,901

親会社株主に帰属する当期純利益 204,757 231,873 257,002 50,572

１株当たり当期純利益(円) 25.52 28.90 32.04 6.31

総 資 産 9,072,135 8,411,036 10,453,641 10,123,568

純 資 産 2,249,789 2,360,698 2,619,049 2,533,843

１株当たり純資産(円) 280.37 294.31 326.53 315.95

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式数により、１株当たり純資
産は、自己株式を控除した期末発行済株式数により算出しております。

　
　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

ＥＰＥ株式会社 100,000千円 100％ 電子精密部品の製造販売

ＥＰＥ(Thailand)Co.,Ltd. 80,990千バーツ 100％ 電子精密部品の製造販売
　

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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　(7) 主要な事業内容

　駐車場運営事業は時間貸駐車場（コインパーキング）の運営を行っており、駐

車場機器事業は、駐車場管理機器（集中精算機・ロックユニット・バーゲートユ

ニット・遠隔監視システム・車両入退出管理システム等）の開発、製造、販売を

行っております。

　電子機器部品事業の電子機器においては、鉄道用、監視用、放送用等の表示機

器（液晶モニタ）を、電子部品においては、監視カメラ、医療機器、計測機器等

の幅広い分野で使用するコネクタやケーブル、デジタルカメラ、自動車、携帯電

話等に組み込まれる精密プレス部品の開発、製造、販売を行っております。

　環境関連事業においては、アグリ事業として、施設園芸ハウス向け空調機器類

等の販売、アクア事業として、ウォーターサーバー、ＲＯ水生成器、水プラント

用充填機等の販売を行っております。また、当事業年度から新たに、太陽光発電

による売電事業（奈良県・茨城県の２拠点）を行っております。

　(8) 主要拠点等

　 ① 当社

東 京 本 社 東京都大田区

福 岡 支 社 福岡市南区

営 業 所 仙台市若林区 栃木県宇都宮市 東京都大田区 神奈

川県平塚市 愛知県名古屋市 大阪市阿倍野区 兵庫

県神戸市 広島市中区 北九州市小倉北区 福岡市南

区 鹿児島県鹿児島市 鹿児島県鹿屋市

工 場 神奈川県平塚市 佐賀県三養基郡みやき町

　 ② 子会社

ＥＰＥ株式会社 東京都町田市

ＥＰＥ(Thailand)Co.,Ltd. Thailand Ayutthaya

　
　(9) 従業員の状況

　 ① 企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減

合 計 230名 2名減

　 ② 当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

合計又は平均 128名 0名 41.42歳 12.50年
　

（注）従業員数には、役員、嘱託、パートタイマー、アルバイトは含んでおりません。
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　 (10) 主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,443,592千円

株 式 会 社 佐 賀 銀 行 544,550

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 408,345

　(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。

2. 会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 16,200,000株

　(2) 発行済株式の総数 8,019,853株 (自己株式18,247株を除く)

　(3) 単元株式数 1,000株

　(4) 株主数 786名 (前期末比48名減)

　(5) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 　持 株 比 率

大和リース株式会社 2,650,000株 33.04％

サンキュー産業株式会社 784,000 9.78

曽 田 俊 之 479,500 5.98

本 房 周 作 399,350 4.98

株式会社三井住友銀行 213,000 2.66

株式会社みずほ銀行 213,000 2.66

菊 池 由 和 162,000 2.02

近 藤 勤 145,000 1.81

ポッカサッポロフ－ド＆ビバレッジ株式会社 142,000 1.77

みずほ信託銀行株式会社 140,000 1.75
　

（注）持株比率は自己株式18,247株を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当、重要な兼職の状況

代表取締役社長 嶋 田 浩 司
パーキング営業本部長 大和リース株式会社取
締役

取 締 役 本 房 伸 一
製造・海外事業担当 パーキング製造本部長
開発本部長

取 締 役 上 椙 伸 哉
機器部品事業担当 環境事業担当 東京営業所
統括所長

取 締 役 北 島 元 次 北島元次法律事務所

常 勤 監 査 役 犬塚辰太朗

監 査 役 杉 岡 進 一

監 査 役 深 作 仁 一 大和リース株式会社取締役上席執行役員

(注) 1. 北島元次氏は、社外取締役であります。社外取締役北島元次氏は、株式会社東京証券取引
所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出ております。

2. 杉岡進一、深作仁一の各氏は、社外監査役であります。社外監査役杉岡進一氏は、株式会
社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出ておりま
す。

3. 監査役深作仁一氏は、豊富な経理実務の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。

4. 平成27年６月26日開催の第75期定時株主総会において、北島元次氏が新たに取締役に選任
され、就任いたしました。

　
　(2) 責任限定契約の内容の概要

当社定款においては、社外役員について会社法第423条第1項の責任について、

会社法第427条第1項に関する損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定

めておりますが、現時点においては、社外取締役の北島元次氏との間に責任限

定契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、会社法第425条第1項各号に定める額であります。
　

　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員（名) 報酬等の額（千円)

取 締 役
(うち社外取締役)

4
(1)

37,723
(2,950)

監 査 役
(うち社外監査役)

3
(2)

9,302
(1,002)

(注) 1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第67期定時株主総会で２億円以内（但し

使用人分給与は含まない）、監査役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第52期定時株
主総会で２千万円以内と決議いただいております。

3. 上記報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金として3,290千円（取締役に対
し2,690千円、監査役に対し600千円）が含まれております。

4. 上記報酬等の額には、平成28年６月29日開催の第76期定時株主総会において決議予定の役
員賞与2,875千円（取締役に対し2,333千円、監査役に対し542千円）が含まれております。
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　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先と当社との関係

　監査役深作仁一氏は大和リース株式会社の取締役上席執行役員であります。

なお、大和リース株式会社は当社の特定関係事業者であります。

　 ② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

取 締 役 北 島 元 次
就任後開催された取締役会には10回中9回出席
し、法令に関する専門的な知識、経験から必要
に応じ適宜発言を行っております。

監 査 役 杉 岡 進 一

当事業年度に開催された取締役会には12回中6
回、監査役会には10回中6回出席し、企業経営者
としての豊富な経験等の幅広い見地から必要に
応じ適宜発言を行っております。

監 査 役 深 作 仁 一

当事業年度に開催された取締役会には12回中11
回、監査役会には10回中9回出席し、豊富な経理
知識等の見地から必要に応じ適宜発言を行って
おります。

　

5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 至誠清新監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額 27,000千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,000千円

(注) 1.監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、監査時間の実績及び報酬額の推移並
びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性
を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行ってお
ります。

2.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額
にはこれらの合計額を記載しております。

3.当社の子会社であるＥＰＥ(Thailand)Co.,Ltd.は、当社の会計監査人以外の監査法人
による監査を受けております。

　
　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人が継続してその職責を全うする上で重要な疑義を抱く事象

が発生した場合には、監査役会の決議に基づき、解任または不再任に関する議案

を株主総会に上程する方針です。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の業務が法令及び定款に適合することを確保する為の体制

　取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行動が出来る様
「コンプライアンス規程」及び各種規程による行動基準を定めております。
　また、その徹底を図る為に「取締役会」にてコンプライアンス上の重要な問
題を審議すると共に「コンプライアンス事務局」を総務人事部内に設置し、コ
ンプライアンス体制の維持・向上を図り、啓蒙教育を実施します。
　さらに「コンプライアンス事務局」は取締役及び使用人がコンプライアンス
上、疑義ある行為を発見した場合、会社に対し通報を行う窓口機能を保有させ
るものとします。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については「文書管理規程」に基づき、その
保存媒体に応じて適切・確実に、且つ検索及び閲覧可能な状態で定められた期
間、保存管理するものとします。

　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　組織横断的なリスクについては、取締役会（取締役・監査役・執行役員・管
理本部長・総務人事部長・経理部長・子会社取締役その他必要と認めた者）に
て、リスク管理体制を構築します。尚、新たに生じたリスクについては、「取締
役会」で対応責任者を指名し、速やかに対応します。
　また、不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅
速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整えるものとします。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する為の体制

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する為の体制の基礎と
して、「取締役会」を原則毎月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催する
ものとします。また、経営に関する重要事項については、「所長・部門長会
議」等において討議し、その審議を経て取締役会に諮るものとします。

ロ．「取締役会」の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「職務分掌
規程」、「職務権限規程」において、それぞれの責任者及びその責任、執行手
続の詳細について定めております。

ハ．中期経営計画及び年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定します。ま
た、取締役、監査役及び各部門長により構成された「プロジェクト」、「営業
会議」等において、定期的に部門レベルの業績の開示と見直しを行い、改善
策の報告と具体的な施策を実施させます。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する為の体

制

　グループ各社の経営管理及び内部統制に関しては内部監査室を窓口とし、グ
ループ各社の事業を所管する各事業部門と連携の上で、グループ各社における
内部統制の実効性を高める施策を構築・実施します。また、必要に応じてグル
ープ各社への指導、支援を行うものとします。
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⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と、当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項

　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。
尚、使用人の任命・異動・評価・懲戒は事前の監査役会の意見を尊重した上で
行うものとし、当該使用人の取締役会からの独立性を確保するものとします。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告する為の体制その他の監査役への報告に関

する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保する為の体制

イ．取締役及び使用人は当社及びグループ各社の業務または業績に与える重要
な事項について監査役に報告するものとし、業務の執行に関する法令違反・
定款違反及び不正行為の事実、または当社及びグループ各社に損害を及ぼす
事実を知ったときはこれを遅滞なく報告するものとします。
　また、前記に関わらず、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対し
報告を求めることが出来るものとします。

ロ．監査役は、会計監査人・内部監査部門・グループ各社の監査役と情報交換
に努め、連携して当社及びグループ各社の監査の実効性を確保するものとし
ます。

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① 取締役の職務の執行について

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する為、当事業年度にお
いて、取締役会を毎月開催しており、経営上のリスクの検討を行っております。
なお、取締役会規則や社内規程を制定し、取締役が法令及び定款に則って行動
するように徹底しております。

② 監査役の職務の執行について

　社外監査役を含む各監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監
査を実施するとともに、取締役会をはじめとする重要会議への出席や稟議書等
の閲覧により監査の実効性を確保しております。また、会計監査人及び内部監
査室と定期的に情報交換を行うことにより、内部統制の整備並びに運用状況の
確認をしております。

③ 内部監査の実施について

　当社の内部統制システムの妥当性・有効性について、内部監査室が当社及び
グループ会社の監査を実施し、監査の結果を取締役会に報告しております。

　(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針を支配する者のあり方に関する基本方針
については、特に定めておりません。

　(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　剰余金の配当については、最重要施策のひとつとして認識しておりますが、基
本的には収益の状況に対応して決定すべきものと考えております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成28年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,673,120 流 動 負 債 2,071,736

現 金 及 び 預 金 1,784,112 支払手形及び買掛金 383,306

受取手形及び売掛金 690,484 短 期 借 入 金 370,000

商 品 及 び 製 品 139,668 １年内償還予定の社債 40,000

仕 掛 品 121,373 １年内返済予定の長期借入金 790,297

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 283,126 リ ー ス 債 務 31,126

繰 延 税 金 資 産 14,171 未 払 法 人 税 等 290

そ の 他 652,109 賞 与 引 当 金 38,253

貸 倒 引 当 金 △11,924 そ の 他 418,462

固 定 資 産 6,450,447 固 定 負 債 5,517,988

有 形 固 定 資 産 5,749,366 長 期 借 入 金 4,685,021

建 物 及 び 構 築 物 1,120,551 リ ー ス 債 務 388,762

機械装置及び運搬具 359,663 繰 延 税 金 負 債 99,395

工具、器具及び備品 522,895 再評価に係る繰延税金負債 3,813

土 地 3,257,607 役員退職慰労引当金 20,144

リ ー ス 資 産 389,870 退職給付に係る負債 43,798

建 設 仮 勘 定 98,778 資 産 除 去 債 務 11,523

無 形 固 定 資 産 155,477 そ の 他 265,529

の れ ん 123,227 負 債 合 計 7,589,724

そ の 他 32,249 純 資 産 の 部

投資その他の資産 545,603 株 主 資 本 2,585,116

投 資 有 価 証 券 224,799 資 本 金 1,052,850

長 期 貸 付 金 22,207 資 本 剰 余 金 236,436

繰 延 税 金 資 産 40,378 利 益 剰 余 金 1,300,866

そ の 他 293,384 自 己 株 式 △5,036

貸 倒 引 当 金 △35,166 その他の包括利益累計額 △51,283

その他有価証券評価差額金 1,073

土地再評価差額金 △116,933

為替換算調整勘定 64,577

非支配株主持分 10

純 資 産 合 計 2,533,843

資 産 合 計 10,123,568 負債・純資産合計 10,123,568

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 17時44分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,509,945

売 上 原 価 5,141,338

売 上 総 利 益 1,368,606

販売費及び一般管理費 1,149,825

営 業 利 益 218,781

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,331

受 取 配 当 金 1,167

受 取 保 険 金 2,216

受 取 手 数 料 112

未 払 配 当 金 除 斥 益 1,191

そ の 他 2,541 8,560

営 業 外 費 用

支 払 利 息 58,965

為 替 差 損 3,215

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 24,278

そ の 他 5,980 92,440

経 常 利 益 134,901

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,074 12,074

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 24,265 24,265

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 122,710

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 32,281

法 人 税 等 調 整 額 39,855 72,137

当 期 純 利 益 50,572

非支配株主に帰属する当期純損失 △0

親会社株主に帰属する当期純利益 50,572
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,052,850 236,436 1,338,520 △4,767 2,623,038

当期変動額

　剰余金の配当 △88,225 △88,225

親会社株主に帰属す
る当期純利益

50,572 50,572

　自己株式の取得 △268 △268

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 - - △37,653 △268 △37,921

当期末残高 1,052,850 236,436 1,300,866 △5,036 2,585,116

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 10,696 △117,147 102,451 △3,999 10 2,619,049

当期変動額

　剰余金の配当 △88,225

親会社株主に帰属す
る当期純利益

50,572

　自己株式の取得 △268

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△9,623 214 △37,874 △47,284 △0 △47,284

当期変動額合計 △9,623 214 △37,874 △47,284 △0 △85,206

当期末残高 1,073 △116,933 64,577 △51,283 10 2,533,843

― 15 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 17時44分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



貸 借 対 照 表
(平成28年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,246,125 流 動 負 債 1,495,866

現 金 及 び 預 金 1,611,551 支 払 手 形 128,143

受 取 手 形 80,985 買 掛 金 200,209

売 掛 金 499,372 １年内償還予定の社債 40,000

商 品 及 び 製 品 121,388 １年内返済予定の長期借入金 680,280

仕 掛 品 75,423 リ ー ス 債 務 30,086

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 219,221 未 払 金 63,078

前 渡 金 22,837 未 払 費 用 44,391

前 払 費 用 260,880 前 受 金 32,008

繰 延 税 金 資 産 13,835 預 り 金 225,659

そ の 他 351,830 前 受 収 益 51

貸 倒 引 当 金 △11,202 賞 与 引 当 金 38,253

固 定 資 産 5,736,650 そ の 他 13,703

有 形 固 定 資 産 4,869,872 固 定 負 債 5,156,737

建 物 887,349 長 期 借 入 金 4,474,767

構 築 物 103,831 リ ー ス 債 務 387,244

機 械 及 び 装 置 148,185 再評価に係る繰延税金負債 3,813

車 両 運 搬 具 394 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13,860

工 具、 器 具 及 び 備 品 518,331 資 産 除 去 債 務 11,523

土 地 2,726,929 そ の 他 265,529

リ ー ス 資 産 389,870 負 債 合 計 6,652,603

建 設 仮 勘 定 94,980 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 46,626 株 主 資 本 2,445,642

の れ ん 20,086 資 本 金 1,052,850

ソ フ ト ウ ェ ア 12,790 利 益 剰 余 金 1,397,829

リ ー ス 資 産 7,584 利 益 準 備 金 35,303

そ の 他 6,166 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,362,526

投 資 そ の 他 の 資 産 820,151 繰 越 利 益 剰 余 金 1,362,526

投 資 有 価 証 券 215,897 自 己 株 式 △5,036

関 係 会 社 株 式 319,994 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △115,470

長 期 貸 付 金 22,207 その他有価証券評価差額金 1,463

破 産 更 生 債 権 等 1,919 土地再評価差額金 △116,933

繰 延 税 金 資 産 40,420

そ の 他 254,880

貸 倒 引 当 金 △35,166 純 資 産 合 計 2,330,172

資 産 合 計 8,982,776 負債・純資産合計 8,982,776
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損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,829,466

売 上 原 価 4,527,425

売 上 総 利 益 1,302,041

販売費及び一般管理費 977,183

営 業 利 益 324,858

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,108

受 取 配 当 金 690

受 取 保 険 金 1,171

為 替 差 益 446

受 取 手 数 料 112

受 取 違 約 金 760

未 払 配 当 金 除 斥 益 1,191

そ の 他 1,244 6,725

営 業 外 費 用

支 払 利 息 52,176

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 24,278

そ の 他 4,638 81,093

経 常 利 益 250,490

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 24,174 24,174

税 引 前 当 期 純 利 益 226,315

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 25,008

法 人 税 等 調 整 額 32,917 57,926

当 期 純 利 益 168,389
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 1,052,850 26,480 1,291,185 1,317,665 △4,767 2,365,747

当期変動額

　剰余金の配当 △88,225 △88,225 △88,225

　当期純利益 168,389 168,389 168,389

　利益準備金の積立 8,823 △8,823 - -

自己株式の取得 △268 △268

株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

当期変動額合計 - 8,823 71,340 80,163 △268 79,894

当期末残高 1,052,850 35,303 1,362,526 1,397,829 △5,036 2,445,642

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 3,480 △117,147 △113,667 2,252,080

当期変動額

　剰余金の配当 △88,225

　当期純利益 168,389

　利益準備金の積立 -

　自己株式の取得 △268

株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

△2,016 214 △1,802 △1,802

当期変動額合計 △2,016 214 △1,802 78,092

当期末残高 1,463 △116,933 △115,470 2,330,172
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　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
テクニカル電子株式会社 平成28年５月23日

　取締役会 御中

至 誠 清 新 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

　公認会計士 森 脇 淳 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

　公認会計士 高 岡 宏 成 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テクニカル電子株式会社の平成27年４月

１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、テクニカル電子株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以上
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　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
テクニカル電子株式会社 平成28年５月23日

　取締役会 御中

至 誠 清 新 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

　公認会計士 森 脇 淳 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

　公認会計士 高 岡 宏 成 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テクニカル電子株式会社の平成27
年４月１日から平成28年３月31日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以上
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　監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第76期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人至誠清新監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人至誠清新監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成28年５月25日
テクニカル電子株式会社 監査役会

　 常勤監査役 犬 塚 辰 太 朗 ㊞
　 監査役 杉 岡 進 一 ㊞
　 監査役 深 作 仁 一 ㊞

（注）監査役杉岡進一及び監査役深作仁一は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定
める社外監査役であります。

以上

以上

― 21 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月27日 17時44分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当期の期末配当につきましては、今後の事業展開ならびに内部留保等

を勘案いたしまして、次のとおりといたします。

① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

② 配当財産の割当に関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき４円（１株当たり３円の中間配当と併せ第

　 76期の１株当たりの配当は７円）

　 総額32,079,412円（中間配当の総額24,059,559円と併せ、第76期の

　 配当総額は、56,138,971円）

③ 剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成28年６月30日

第２号議案　取締役４名選任の件

　嶋田浩司氏、本房伸一氏、上椙伸哉氏及び北島元次氏の各取締役は、

本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選任を

お願いいたしたいと存じます。

　 取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

＜候補者とした理由＞

１
嶋
し ま だ ひ ろ し

田 浩 司

昭和37年３月24日生

昭和59年４月 大和工商リース株式会社入社
（現大和リース株式会社）

20,000株

平成21年４月 同社執行役員就任
流通建築リース事業部長

平成23年４月 同社取締役就任
オート＆リーシング事業部長
ロボット事業推進室担当

平成25年４月 同社取締役上席執行役員就任
リーシングソリューション事業管掌

平成25年６月 当社代表取締役社長就任（現任）
営業統括部長

平成25年10月 パーキング事業担当 営業本部長 開発本部長
平成27年７月 パーキング営業本部長（現任）

大和リース株式会社取締役（現任）
＜候補者とした理由＞

　平成25年から当社代表取締役として経営を担っており、当
社の最高責任者としてリーダーシップを発揮しております。
経営者としての豊富な経験と実績が当社の経営に欠かせない
ものと判断し、取締役の候補といたしました。
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

＜候補者とした理由＞

２
本
ほ ん ぼ う し ん い ち

房 伸 一

昭和40年８月14日生

昭和59年４月 東京芝浦電気株式会社入社

50,000株

平成12年４月 テクニカル電子株式会社入社

平成15年６月 同社取締役就任
平成17年10月 当社取締役就任（現任）

商品管理部長
平成19年４月 生産本部本部長
平成22年６月 パーキング事業部副事業部長 福岡製造部長
平成25年５月 福岡製造部長
平成25年10月 製造・海外事業担当（現任）

製造本部長 開発副本部長
平成27年７月 パーキング製造本部長（現任）

開発本部長（現任）
＜候補者とした理由＞

　パーキング事業における生産・開発分野において豊富な経
験と実績を有しており、その幅広い見識と経験が当社の経営
に欠かせないものと判断し、取締役の候補といたしました。

３
上
う え す ぎ

椙　伸
し ん や

哉

昭和33年10月30日生

昭和56年４月 当社入社

7,000株

平成12年４月 電子機器開発部長
平成13年６月 当社取締役就任 技術・開発統括部長
平成17年11月 電子機器営業部長
平成18年９月 技術本部副本部長 駐車場機器設計部長
平成20年１月 開発部長
平成21年５月 販売推進部長
平成22年６月 当社取締役就任（現任）

アグリ事業部長 鹿屋営業所長
平成25年５月 環境事業部長 鹿屋営業所長
平成25年10月 機器部品事業担当（現任）

環境事業担当（現任）
平成26年10月 東京営業所統括所長（現任）

＜候補者とした理由＞
　機器部品事業、環境事業において、豊富な経験を有してお
り、その幅広い見識と経験が当社の経営に欠かせないものと
判断し、取締役の候補といたしました。

４
山
や ま し た

下　保
や す よ し

宜

昭和38年８月26日生

平成元年４月 一成証券株式会社入社

0株

（現三菱ＵＦＪモルガンスタンレー証券株式
会社）

平成９年３月 東京ギャランティートラスト株式会社入社
平成11年６月 同社代表取締役就任
平成20年12月 ところ会計グループ汐留商事株式会社入社

同社専務取締役就任
平成25年５月 株式会社フレックスコンサルティング入社

同社取締役就任（現任）
＜候補者とした理由＞

　複数の企業経営者として企業経営に携わり、その豊富な経
験と深い見識から当社の経営に対し、的確な助言を頂けるも
のと判断し、社外取締役の候補といたしました。

(注)1. 山下保宜氏は、新任取締役候補者であります。
2. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
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3. 社外取締役候補者に関する特記事項は、以下のとおりであります。
　・山下保宜氏は会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
　・当社は、山下保宜氏が選任された場合は、同氏との間において、会社法第427条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、会社法第425条第１項各号に定める額とする予定であります。

　・山下保宜氏が選任された場合は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、同証券取引所に届け出る予定であります。

第３号議案　役員賞与支給の件

　当期の業績等を勘案して、当期末時点の取締役４名（うち社外取締役

１名）及び監査役２名に対し、役員賞与総額2,875千円（取締役分2,333

千円 うち社外取締役250千円、監査役分542千円）を支給したいと存じ

ます。

　なお、各取締役及び各監査役に対する金額は、取締役については取締

役会に、監査役については監査役の協議にご一任いただきたいと存じま

す。

　 以 上
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〈メ モ 欄〉
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℡

大森
ベルポート
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平
和
島

京
浜
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行

至
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崎

第
一
京
浜
国
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田
交
差
点

沢
田
通
り

大
森
海
岸

高
速
道
路
入
口

共
立
信
用

バ
ス
停

大
森

至
品
川

N
T
T

大
森
西
一
丁
目

組
合

大
森

浅間神社

大森西二丁目バス停

環七通り

大森八中

当社本社

イトーヨーカドー

株主総会会場ご案内

　 会 場：東京都大田区大森西一丁目９番12号

　 テクニカル電子株式会社本社会議室（３階）

　 JR大森駅下車徒歩15分（バス蒲田駅行 大森西二丁目下車）

　 JR蒲田駅下車（バス大森駅行 大森西二丁目下車）

　 京浜急行平和島駅下車徒歩10分
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